
平
成

™
œ
年

˜
˜
月

™
™
日
金
曜
日

第
�
˜
�
�
号

官
報

神奈川県 岩手県交通株式会社、羽後交通株式会
社、東京地下鉄株式会社、東急バス株
式会社、株式会社東急トランセ、小田
急バス株式会社、東京空港交通株式会
社、西東京バス株式会社、京浜急行バ
ス株式会社、相鉄ホールディングス株
式会社、相模鉄道株式会社、相鉄バス
株式会社、箱根登山鉄道株式会社、箱
根登山バス株式会社、湘南モノレール
株式会社、川崎鶴見臨港バス株式会社、
山梨交通株式会社、小湊鉄道株式会社、
日東交通株式会社、京成バス株式会社、
北陸鉄道株式会社、三重交通株式会社、
伊那バス株式会社、信南交通株式会社、
和歌山バス株式会社、奈良交通株式会
社及び株式会社中国バス

新 潟 県 福島交通株式会社、越後交通株式会社、
富山地方鉄道株式会社、北陸鉄道株式
会社、長電バス株式会社及び阪急バス
株式会社

富 山 県 宮城交通株式会社、富山地方鉄道株式
会社、立山黒部貫光株式会社、加越能
鉄道株式会社、新富観光サービス株式
会社、北陸鉄道株式会社及び阪急バス
株式会社

石 川 県 西東京バス株式会社、宮城交通株式会
社、富山地方鉄道株式会社、加越能鉄
道株式会社、北陸鉄道株式会社、北日
本観光自動車株式会社、北陸交通株式
会社、小松バス株式会社、京福バス株
式会社、福井鉄道株式会社及び阪急バ
ス株式会社

福 井 県 北陸鉄道株式会社、京福電気鉄道株式
会社、京福バス株式会社、福井鉄道株
式会社及び阪急バス株式会社

山 梨 県 西東京バス株式会社、京浜急行バス株
式会社、相鉄バス株式会社、山梨交通
株式会社、千葉交通株式会社及び京成
バス株式会社

最低賃金の改正決定に関する公示
秋田労働局最低賃金公示第３号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、秋田県自動車・同附属品製
造業最低賃金（平成20年秋田労働局最低賃金公示
第５号）の一部を次のように改正する決定をした
ので、同法第19条第１項の規定により公示する。
平成 25年 11月 22日

秋田労働局長 小林 泰樹
第４号中「１時間751円」を「１時間763円」に
改める。

附 則
この決定は、平成25年12月28日から効力を生ず
る。

長 野 県 株式会社シティバス立川、京浜急行バ
ス株式会社、山梨交通株式会社、立山
黒部貫光株式会社、千曲バス株式会社、
上田交通株式会社、上田電鉄株式会社、
長野電鉄株式会社、長電バス株式会社、
伊那バス株式会社、信南交通株式会社、
おんたけ交通株式会社、アルピコ交通
株式会社及び阪急バス株式会社

岐 阜 県 小田急シティバス株式会社、富山地方
鉄道株式会社、加越能鉄道株式会社、
北陸鉄道株式会社、伊那バス株式会社、
信南交通株式会社、おんたけ交通株式
会社及びアルピコ交通株式会社

静 岡 県 京浜急行バス株式会社、相鉄バス株式
会社、箱根登山バス株式会社、山梨交
通株式会社、京成バス株式会社、大井
川鐡道株式会社及び阪急バス株式会社

愛 知 県 宮城交通株式会社、福島交通株式会社、
関東バス株式会社、山梨交通株式会社、
京成バス株式会社、富山地方鉄道株式
会社、加越能鉄道株式会社、北陸鉄道

株式会社、京福バス株式会社、福井鉄
道株式会社、知多乗合株式会社、三重
交通株式会社、伊那バス株式会社、信
南交通株式会社、アルピコ交通株式会
社、奈良交通株式会社、伊予鉄道株式
会社、徳島バス株式会社、土佐電気鉄
道株式会社及び高知県交通株式会社

三 重 県 三重交通株式会社及び熊野交通株式会
社

滋 賀 県 三重交通株式会社
京 都 府 宮城交通株式会社、福島交通株式会社、

関東バス株式会社、東北急行株式会社、
山梨交通株式会社、関東鉄道株式会社、
千葉交通株式会社、関東自動車株式会
社、富山地方鉄道株式会社、北陸鉄道
株式会社、三重交通株式会社、千曲バ
ス株式会社、長電バス株式会社、伊那
バス株式会社、信南交通株式会社、ア
ルピコ交通株式会社、阪急バス株式会
社、大阪空港交通株式会社、明光バス
株式会社、神姫観光バス株式会社、京
阪京都交通株式会社、丹後海陸交通株
式会社、奈良交通株式会社、株式会社
中国バス、防長交通株式会社、一畑バ
ス株式会社、伊予鉄道株式会社、徳島
バス株式会社、土佐電気鉄道株式会社、
高知県交通株式会社、高知西南交通株
式会社及び高知東部交通株式会社

大 阪 府 宮城交通株式会社、福島交通株式会社、
関東バス株式会社、西東京バス株式会
社、東北急行株式会社、山梨交通株式
会社、関東鉄道株式会社、千葉交通株
式会社、京成バス株式会社、関東自動
車株式会社、越後交通株式会社、富山
地方鉄道株式会社、北陸鉄道株式会社、
京福バス株式会社、福井鉄道株式会社、
三重交通株式会社、千曲バス株式会社、
長電バス株式会社、伊那バス株式会社、
信南交通株式会社、アルピコ交通株式
会社、南海電気鉄道株式会社、阪神電
気鉄道株式会社、阪神バス株式会社、
阪急バス株式会社、水間鉄道株式会社、
大阪空港交通株式会社、阪堺電気軌道
株式会社、和歌山バス株式会社、明光
バス株式会社、神姫観光バス株式会社、
丹後海陸交通株式会社、奈良交通株式
会社、株式会社中国バス、防長交通株
式会社、サンデン交通株式会社、備北
バス株式会社、石見交通株式会社、一
畑バス株式会社、伊予鉄道株式会社、
宇和島自動車株式会社、瀬戸内運輸株
式会社、大川自動車株式会社、徳島バ
ス株式会社、四国交通株式会社、土佐
電気鉄道株式会社、高知県交通株式会
社、高知西南交通株式会社及び高知東
部交通株式会社

兵 庫 県 京成バス株式会社、阪神電気鉄道株式
会社、阪神バス株式会社、阪急バス株
式会社、阪急田園バス株式会社、大阪
空港交通株式会社、神鉄バス株式会社、
神姫観光バス株式会社、株式会社中国

バス、中鉄バス株式会社、日ノ丸自動
車株式会社、伊予鉄道株式会社、瀬戸
内運輸株式会社、徳島バス株式会社、
四国交通株式会社、土佐電気鉄道株式
会社及び高知県交通株式会社

奈 良 県 関東バス株式会社、京成バス株式会社、
三重交通株式会社、大阪空港交通株式
会社、熊野交通株式会社及び奈良交通
株式会社

和歌山県 三重交通株式会社、南海電気鉄道株式
会社、和歌山バス株式会社、紀州鉄道
株式会社、御坊南海バス株式会社、龍
神自動車株式会社、明光バス株式会社、
熊野交通株式会社及び奈良交通株式会
社

鳥 取 県 京浜急行バス株式会社、広島電鉄株式
会社、日ノ丸自動車株式会社及び一畑
バス株式会社

島 根 県 阪神バス株式会社、阪急バス株式会社、
広島電鉄株式会社、株式会社中国バス、
備北交通株式会社、防長交通株式会社、
中鉄バス株式会社、日ノ丸自動車株式
会社、石見交通株式会社、一畑電車株
式会社及び一畑バス株式会社

岡 山 県 関東バス株式会社、小田急シティバス
株式会社、東北急行株式会社、阪急バ
ス株式会社、京阪京都交通株式会社、
中鉄バス株式会社、岡山電気軌道株式
会社、水島臨海鉄道株式会社、備北バ
ス株式会社、宇野自動車株式会社、中
鉄北部バス株式会社、日ノ丸自動車株
式会社、一畑バス株式会社、伊予鉄道
株式会社、徳島バス株式会社、土佐電
気鉄道株式会社及び高知県交通株式会
社

広 島 県 小田急シティバス株式会社、阪急バス
株式会社、京阪京都交通株式会社、広
島電鉄株式会社、エイチ・ディー西広
島株式会社、株式会社中国バス、芸陽
バス株式会社、鞆鉄道株式会社、備北
交通株式会社、因の島運輸株式会社、
本四バス開発株式会社、防長交通株式
会社、日ノ丸自動車株式会社、石見交
通株式会社、一畑バス株式会社、伊予
鉄道株式会社、瀬戸内運輸株式会社、
徳島バス株式会社、土佐電気鉄道株式
会社及び高知県交通株式会社

山 口 県 防長交通株式会社、サンデン交通株式
会社及び船木鉄道株式会社

徳 島 県 阪神バス株式会社、阪急バス株式会社、
伊予鉄道株式会社、大川自動車株式会
社、徳島バス株式会社、土佐電気鉄道
株式会社、四国交通株式会社及び高知
県交通株式会社

香 川 県 西東京バス株式会社、阪急バス株式会
社、伊予鉄道株式会社、大川自動車株
式会社、徳島バス株式会社、土佐電気
鉄道株式会社及び高知県交通株式会社

愛 媛 県 西東京バス株式会社、京浜急行バス株
式会社、阪神バス株式会社、阪急バス
株式会社、株式会社中国バス、鞆鉄道
株式会社、本四バス開発株式会社、伊
予鉄道株式会社、宇和島自動車株式会
社、瀬戸内運輸株式会社、徳島バス株
式会社、四国交通株式会社、土佐電気
鉄道株式会社及び高知県交通株式会社

高 知 県 小田急シティバス株式会社、阪急バス
株式会社、株式会社中国バス、伊予鉄
道株式会社、宇和島自動車株式会社、
徳島バス株式会社、土佐電気鉄道株式
会社、高知県交通株式会社、高知西南
交通株式会社及び高知東部交通株式会
社

福 岡 県 三重交通株式会社、株式会社中国バス、
防長交通株式会社、サンデン交通株式
会社、日ノ丸自動車株式会社、一畑バ
ス株式会社、伊予鉄道株式会社及び高
知県交通株式会社

宮 崎 県 三州自動車株式会社
鹿児島県 鹿児島交通株式会社、三州自動車株式

会社及び種子島・屋久島交通株式会社
沖 縄 県 沖縄都市モノレール株式会社及び沖縄

バス株式会社

愛媛労働局最低賃金公示第５号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、愛媛県はん用機械器具、生
産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金（平
成20年愛媛労働局最低賃金公示第２号）の一部を
次のように改正する決定をしたので、同法第19条
第１項の規定により公示する。
平成 25年 11月 22日

愛媛労働局長 田中 敏章
第４号中「１時間798円」を「１時間807円」に
改める。

附 則
この決定は、平成25年12月25日から効力を生ず
る。
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